
〔経過措置の取扱い〕  

平成18年9月30日において、児童デイサービスを実施している事業者及びその利用者に配慮し、施行後3年間は、   
事業所として一定の要件を満たすものを指定児童デイサービス事業所とみなす。  

【対象児童】  

○ 療育の観点から、集団療育を行う必要が認められる児童（必要に応じ児童相談所・保健所に意見を求める）。  

【人員配置】  【事業内容】  

○ 指導員又は保育士  

15：2以上  
○ 指導員等の直接的監視のもとに、複数の児童に対し指導・訓練  

を行う。（必ずしも、1対1での指導時間を必要としない）。  

【報酬単価】  

283単位（1日あたり平均利用人員11～20人）  
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日中一目、支隊華項  
【利用者】  

Q‖旦割   l   おいて監護する者がいないため、一時的に見守り等の支援が必要と市町村が認めた障害者（児）  ＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿－－■■－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－一一－－ 
l  

ヽ■   

従来の「障害児タイムケア事業」、「知的障害児・者短期入所事業の日中預かり」、「身体・知的障害者  
デイサービス事業」の一部を取り込む形で地域生活支援事業（市町村が行う事業）に位置づけ。  

障害児タイムケア事業等の再編  

障害児タイムケア事業  

知的障害児・者短期入所  

事業の日中預かり  

小規模な身体障害者・  

知的障害者デイサービス  
■■一 ■ ■ ■■■■■ －－－ － － －－－－－ ■－－－－－ －－－－ － － － － － －■ －－■－－ －■ －－－ －－－－ － － －－－ －－－ －－一 一－ － －－－ － － － －－ －■一 －－ － － － －－ －－ －－ － － －－ －■ ■ ■■ ■ ‾‾  

【サービス内容等】  利用定  

○日中、障害福祉サービス事業所、障害者支援施設、学校  
の空き教室等において、障害者等に活動の場を提供し、  
見守り、社会に適応するための日常的な訓練等を行う。  
○障害者等の家族の就労支援及び障害者等を日常的に  

介護している家族の一時的な休息を目的とする。  

利用定員及び職員等の配置基準  

については、適切なサービス提供  
が行えるよう市町村が定める。  

【実施状況】  

【H18’】1，397市町村（76．5％）⇒【H19’】1，527市町村（84．0％）  
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放課後児童クラブにおける障害児の受入れ状況  

〈放課後児童クラブの概要〉  

児童福祉法第6条の2第2項の規定に基づき、保護者が労働等により、昼間家庭にいない小学校に  
修学しているおおむね10歳未満の児童に対し、授業の終了後に児童厚生施設等を利用して適切な  
遊び及び生活の場を与えて、その健全な育成を図るもの。  

平成15年  平成16年  平成17年  平成18年  平成19年  

（注）（）内は、全クラブ数に占める割合、［］内は全登録児童数に占める割合である。   〈厚生労働省雇用均等・児童家庭局育成環境課調べ〉  

受入れに対する経費の補助 〈障害児受入推進事業〉  

放課後児童クラブにおける障害児の受入推進を図るため、障害児対応の指導員を各クラブに配置するた  
めの経糞。（平成20年度予算1クラブ当たり年額1，421，000円）  17   



障害児による就労支援事業の活用について  

○ 障害者自立支援法では、障害者の就労を積極的に支援し、障害者が地域で自立して暮らして   
いくことができるよう、就労移行支援や就労継続支援などの事業を創設。  

015歳以上の障害を持つ児童についても、児童相談所長が認めた場合などには、上記サービ   
スを利用することが可能。【障害者自立支援法附則第2条】  

＜18歳未満の書の就労系サービス利用者数＞  
（N＝50，川2人）  

精神関連施設 身体関連施設  

＜就労系サービス利用者数の年齢構成＞  

2人  
11人  

人   割合（％）   

18歳未満   148   0．3％   

18歳以上65歳未満   47，868   95．5％   

65歳以上   1，746   3．5％   

無回答   340   0．7％   

合計   50，102   100．0％  

【出典】平成18年度社会就労センター実態調査報告書  

（注）身体関連施設‥身体障害者入所授産施設、身体障害者通所授産施設、身体障害者福祉工場、身体障害者小規模通所授産施設  
知的関連施設＝知的障害者入所授産施設、知的障害者適所授産施設、知的障害者福祉工場、知的障害者小規模適所授産施設  
精神関連施設二精神障害者入所授産施設、精神障害者通所授産施設、精神障害者福祉工場、精神障害者小規模適所授産施設  
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★ 障害者の職業能力開発の推進について（H20）   

∵，■し  
ク 

企  業  

r注）特別支援学校高等部等卒業生の進路状況は、文部科学省「特別支援教育資料」（平成19年5月）  

授産施設等からの就職者の割合は平成12年度社会就労センター実態調査報告書  

ハローワークの有効求職者は平成19年3月末現在〔，年間就職者数は平成18年度  

障害者職業能力開発校・一般校活用事業・障害者委託訓練の就職率は18年度  ◆  
障害者の流れの拡充  
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障害児の相談支援体制  
叩
り
■
、
．
、
．
．
 
 

関係機関・施設  障害児等療育支援事業   
l   

関係機関  

・発達障害者支援センター   

（都道府県）  

○訪問による療育指導  

○外来による療育指導  

○施設職員等に対する療育技術指導  

○療育機関に対する支援  

【財源】交付税  
・児童相談所（都道府県）  

l  

l  

1  

l＿ ＿＿＿＿＿＿ ＿ ＿ ＿＿＿＿＿＿＿＿  

障害者相談支援事業  関連施設  

・障害児入所施設  ○一般的な相談支援  

【財源】交付税  ・障害児通園施設  

・児童デイサービス事業  
t  

l  

l  

l  ■ － － － －■ －■ 一■ － － － － － － －－ － ■■－ － － － － －■ ■■－ － － － － －－ ■－ － － － － － － － － － － － － － － － － ■ ■ ‾ ‾   

t  

一市町村保健センター  等  

※サービス利用計画作成費の対象者は特に計画的な自立支援を必要とする者  

（乳幼児期から学齢期、学齢期から就労への移行等、生活環境が大きく変わる場合も含まれる）  20   



地域自立支援協議会について  

【概要】  

市町村が、相談支援事業をはじめとする地域の障害福祉に関するシステムづくりに関し、中  
核的役割を果たす協議の場として設置する。［交付税］  

【実施主体】  

市町村（①複数市町村による共同実施可②運営を指定相談支援事業者に委託可）  

【主な機能】  

①地域の関係機関によるネットワーク構築等に向けた協議  

②困難事例への対応のあり方に関する協議、調整  
③地域の社会資源の開発、改善  

※ 都道府県においても、都道府県全体のシステムづくり等のため、自立支援協議会を設置。  

政関 
事者 

一■r 

′、  
者 
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障害者自立支援協議会 の運営例  

運営のイメージ  
地域自立支援協議会の設  

置形態、運営方法（専門部  
会の運営等）は、地域特性  
を反映して多様に展開され  

ている。  
専門部会  

暮らし部会  就労部会  子ども部会  

権利部会   住まい部会  

（例）  

※部会を設置し、それぞれの   
テーマごとに、個別支援事例   
で確認された地域課題の協議   

等を行うことが考えられる   

※要保護児童対策協議会、特   
別支援教育のための協議会   

との連携も考えられる  

運営会議（事務局会議）  

ニーズ・課題  

困難ケース等  

Aさんの  Dさんの  

個別の  
支援会議  

個別の  
支援会議  

個別の  
支援会議 連携強化・システムの構築   
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相談支援事業の実施状況について  

1市町村相談支援の実施状況  （19年4月1日現在）  

○実施主体  市町村直営25％   委託58％   直営＋委託17％  

（相談支援事業者への委託）  

2 都道府県自立支援協議会の設置箇所数  （20年5月20日現在）  

45ケ所／47都道府県  95．7％  

3 地域自立支援協議会の設置箇所数  （19年12月1日現在）  

904ケ所／1，821市町村 ＝  49．6％  

（19年4月1日現在）  4 指定相談支援事業者数  

2，523事業者   

（19年4月1日現在）   5 サービス利用計画作成費の支給決定者数  

1，429人  
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地域における相談支援のイメージ  
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ライフステージに応じた相談支援  

早
期
発
見
・
早
期
対
応
 
 

※個別の支援計画とは・・・支援が必要な者に対して、ライフステージを通じた一貫した支援が可能となるよう、医療、保健、福祉、教育、労働等の  
関係機関が連携して策定する計画。  

※個別の教育支援計画とは…障害があり特別な教育的支援が必要な幼児児童生徒に対し、乳幼児期から学校卒業後までを通じて一貫して  
的確な教育支援を行うことを目的として、福祉、医療、労働等の関係機関との連携を図りつつ、学校（学級担任  
等）が中心となり作成するもの。  
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障害児の専門機関による支援のイメージ  

保健センター  学校  保育所  

幼稚園   
■
■
 
 

＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋ ＋   

放課後児童クラブ  

放課後子ども教室  就
労
・
地
域
に
お
け
る
自
立
 
 

専門機関が出向  

いていくことに  

より、敷居が低  
いところで支援  

を受けることが  

できる。  

さ 専門機関が出向いていく‡  

要 ことにより、一般施策に …  

…おける受入れを促進する0室  

並行通園する児童を増や …  

してい＜。  
‾‖l 

‥…‾‾‖  

ー  

＋    ＋    ＋    ■    ■    ＋    ＋    ＋   

■
 
－
一
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短音粥入所  

【利用者】  

○ 居宅においてその介護を行う者の疾病その他の理由により、施設等への短期間の入所を必要とする身体・知的一精神障害者  

l  l  

：① 障害程度区分1以上である者  

l  l  

；②障害児の場合は、障害児に係る厚生労働大臣が定める区分に規定する区分1以上である者  
t  

l  

l  1  1  1  1  1  1  1  1  1  l  

＿＿＿＿＿＿＿＿▼＿＿＿＿＿」  

【サービス内容等】  【人員配置】  

○ 短期入所の利用者を本体施設の数  

とみなした上で、本体施設に必要な人   

員を配置。   

○ 単独型事業所においては、生活支  

援員を必要数。  

○ 入浴、排せつ又は食事の介護等を提供。  

○ 利用者の障害程度区分に応じて報酬単価を設定。  

○ 医療機関で実施する短期入所については別に報酬単価を設定。  

【報酬単価】  【実施状況】  

0 490単位（区分1及び2）～890単位（区分6）  

・重症心身障害児等については、2，400単位  

■ 遷延性意識障害者等については、1，400単位  

0 6，255か所 平成18年社会福祉施設等調査より  

医療機関で実施している短期入所59か所  

二（出典：独立行政法人福祉医療機構（WAMNET）データ調べ）  
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障害児入所施設の概要  

施設類型   
根拠法令   施設の性格   施設数   利用者数   

知的障害のある児童を入所させて、これを保護し、又は治療す  
知的障害児施設   児童福祉法42条  るとともに、独立自活に必要な知識技能を与えることを目的とす  9，808人   

る施設。   

自閉症児施設   児童福祉法42条   自閉症を主たる症状とする児童を入所させる知的障害児施設。   7か所   235人   

盲児（強度の弱視児を含む。）又はろうあ児（強度の難聴児を含  
盲児施設   児童福祉法43条の2   む。）を入所させて、これを保護するとともに、独立自活に必要  10か所   137人   

な指導又は援助をすることを目的する施設。  

ろうあ児施設   児童福祉法43条の2  同上   13か所   165人   

肢体不自由児施設   児童福祉法43条の3   
肢体不自由のある児童を治療するとともに、独立自活に必要な  
知識技能を与ネることを目的とする施設。   

62か所   2，730人   

肢体不自由児療護施設   児童福祉法43条の3   
病院に収容することを要しない肢体不自由のある児童であって、  
家庭における養育が困難なものを入所させる施設。   

6か所   237人   

重度の知的障害及び重度の肢体不自由が重複している児童を  

重症心身障害児施設  児童福祉法43条の4   入所させて、これを保護するとともに、治療及び日常生活の指  115か所   11，215人   
導をすることを目的とする施設。  

〈社会福祉施設等調査報告（H18．10．1現在）〉  
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